
 

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくりの方針について 

意見募集の結果 

 

１ 意見募集実施状況     

平成 26 年 1 月 23 日      みなとみらい２１環境対策部会（※）で説明 

※一般社団法人横浜みなとみらい２１の会員企業 68 社のうち 29 社で構成され、地球温暖化問題への対応など、環境対策について検討す

る組織。 

平成 26 年１月 25 日、２月８日 みなとみらい２１地区の各マンションへ説明 

（３回で自治会役員等合計 30 名参加） 

平成 26 年２月３日～24 日   意見募集実施 

 

２ 意見募集実施結果（提出者数：10（企業：６社、市民：４名）、意見数：70） 

  ※ご意見への対応欄の凡例 

   Ａ：ご意見の趣旨を既に答申案に反映したもの 

   Ｂ：ご意見の趣旨を今後の事業化の検討の中で反映していくもの 

   Ｃ：ご意見として今後の参考とするもの 

（１）みなとみらい２１地区のスマートなまちづくりに向けた課題について 

主なご意見 対応欄 

・既存設備やネットワークを活かし、将来のパラダイムシフトを見据えたエネルギー問題へ

の対応が不可欠であり、資金調達の仕組みも見据えた具体策の立案が急務。（企業） 

Ａ 

・スマートなまちづくりは、人口動態、少子高齢化の更なる進展を視野に入れて進めるべき。

（市民） 

Ｂ 

・エネルギー供給不能に陥り、地域の機能が発揮できなくなることは、確率としては相当に

低いと思われるので、災害レベルの想定は慎重かつ精緻に行ってほしい。（企業） 

Ｂ 

 

（２）スマートなまちづくりに向けた都市の将来像について 

主なご意見 対応欄 

・ダイバーシティの観点が足りないように感じる。子どもから高齢者、外国人にも魅力ある

まちづくりの取り組みが必要。（企業） 

Ａ 

・みなとみらい２１地区の将来像として、「非常時にも必要なエネルギーの供給が継続され、

都市機能が維持される」ことが求められる要素。（市民） 

Ａ 

・既存の「みなとみらい２１地区の都市像」との並列には無理がある。積極的に位置づけて

いくのであれば、既存の都市像の変更を考えるべき。（企業） 

Ｃ 

 

（３）スマートなまちづくりの取組について 

主なご意見 対応欄 

・地域の目的は来街者や就業者を増加させ街の賑わいを高めることであり、アクティビティ

として、国、地域、業種を超えた人的交流機会の創出を期待したい。（企業） 

Ａ 

・共同溝の浸水対策が取組に記載された事は極めて重要であり、引き続き、民間事業者の単

独事業では行えないインフラ整備については、市が中心となって行ってほしい。（企業） 

Ｂ 

平 成 2 6 年 ３ 月 1 7 日

温暖化対策・環境創造・資源循環委員会
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・社会実験として行っている各取組について実験で終わらせないため、事業化に向けたサポ

ートにも比重をおいてほしい。（企業） 

Ｂ 

・既存施設における自立分散型エネルギーインフラ導入は、各施設の負荷特性を分析した上

で適正な設備とエネルギー管理による運用（エネルギーマネジメント）が必要。（企業） 

Ｂ 

・出力が不安定な再生可能エネルギーを補完するシステムとして、自立分散型エネルギー 

インフラの形成が急務。（市民） 

Ｂ 

・観光を進めると、住みづらくなるが、活性化も必要。住み良いまちにするためにも、他都

市の先進事例を参考にしてほしい。（市民） 

Ｃ 

 

（４）ＢＬＣＰへの対応について 

主なご意見 対応欄 

・地域熱供給が導入されている当地区においては、地域全体として考える事が必要。（企業） 

 

Ａ 

・計画停電の回避、自立分散型エネルギーの確保など、地域冷暖房停止に対するリスク 

ヘッジが必要。（企業） 

Ａ 

・エリアマネジメント活動の一環として、地域協力体制の構築などが重要。（企業） 

 

Ｂ 

・迅速な復旧へ向けた地域や協力会社との連携体制の確立など、日常の教育・訓練により 

災害時への備えの強化を図ることが重要。（企業） 

Ｂ 

 

（５）スマートなまちづくりの実現に向けて 

主なご意見 対応欄 

・民間事業者が実施する施策においては事業性の判断が不可欠であり、事業性が見込めない

施策については市がイニシアチブをとって、資金面の補助などを行う仕組みが必要。（企業） 

Ｂ 

・エリアマネジメント組織の存在は大きなアドバンテージ。一方で更なる積極的な取組実施

には予算・人員両面で不足しており、拡充に向けた措置を検討してほしい。（企業） 

Ｂ 

 

（６）その他（2050 年に向けてこれから取り組むべきもの） 

主なご意見 対応欄 

・横浜ならではのものを中心に据えて行わないと、都市間競争に生き残ることは難しい。 

実現可能な事業から確実に実施出来るアクションプランの作成が必要。（企業） 

Ａ 

・低炭素化の目標について、まちづくりの足枷とならない様に慎重に検討を行ってもらいた

い。（企業） 

Ｂ 

・従来からの上から目線の住民参画方法ではなく、新しい住民の参画方法を検討してほしい。

（市民） 

Ｂ 

・まちづくりは住民参加で行う方向が良く、みなとみらい２１地区にお住まいの方の参加が

必要。（企業） 

Ｂ 

・横浜市やエリアマネジメント組織が主体的・積極的に関わって、産学民をリードしていく

必要がある。ステークホルダーとの対話や総合調整において横浜市がイニシアチブとリー

ダーシップを発揮していくことを期待している。（市民） 

Ｂ 

 
















































































